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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 5,277,000千円

（財源内訳） 2,058,839千円

1,048,427千円

930,293千円

1,239,441千円

（保育料等）

一般財源

県支出金

その他

３０年度以前 ３１年度

　健康福祉部　こども支援課

２９年度
　民間保育所１か所増
  56施設
３０年度
　民間幼稚園１か所増
　57施設

　保育の必要な児童に対し保育を実施することにより、児童の健やかな育成が図られる。
また、保育料の軽減を実施することで、安心して子育てができる環境づくりが図られる。

・保育所から保育所型認定こども園へ
　移行園　1か所　　　　　計　57施設

民間保育所等総定員数　　　　4,259人

民間保育所等入所児童数見込　4,566人

（6款－2項－2目－子ども・子育て支援給付事業）

３２年度以降

・継続して実施

国庫支出金

平成２７年度～

　保育所、認定こども園、幼稚園へ施設型給付費を支弁することで、質の高い幼児期の学
校教育と保育の提供を図る。また、10月から教育・保育の無償化が予定されており、国の
動向を注視しながら準備を進め、子育て世帯の経済的負担の軽減を図る。

【輝くひとづくり】　◎健やかなひとづくり

国の公定価格に基づき、民間保育所等に運営費を支弁する。
・民間保育所・保育所型認定こども園　45か所
・認定こども園　10か所（幼稚園型3か所、幼保連携型7か所）
・幼稚園（施設型給付）2か所
国の徴収基準額よりも低い市独自の保育料を定め、保護者の負担
を軽減する。
　・徴収基準額　　1,338,831,600円（平成29年度）
　・保護者負担金　　942,581,580円（70.4％）
　・保育料軽減額　　396,250,020円

諫早市

施設型給付事業（民間）

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 415,014千円

（財源内訳） 130,715千円

県支出金 138,944千円

145,355千円

（6款－2項－2目－　地域子ども・子育て支援事業）

３２年度以降

・継続して実施

　健康福祉部　こども支援課

平成３０年度
・施設数
　４３クラブ
　（２クラブ増）

３１年度

国庫支出金

　放課後、長期休業期間・土曜日等の学校休業日に、保護者の代わりに家庭的機能の補完
をしながら生活の場を提供することにより、児童の健全育成及び保護者の子育てと仕事の
両立を支援することが期待される。

一般財源

３０年度以前

・施設数
　４４クラブ（１クラブ増）
　　新設１クラブ　御館山小学校区

放課後児童クラブの利用児童数、運営日数、開設時間等に応じ運営
費を助成する。
また、保育需要の増加に対応するため、放課後児童クラブを新設、
分割する。
・施設数　４４クラブ（１クラブ増）
　　　　　　新設１クラブ　御館山小学校区

諫早市

　学童保育の供給体制を確保し、保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生に対し、
放課後等に適切な遊びや生活の場を提供することにより、児童の健全育成を図る。

平成２７年度～

【輝くひとづくり】　◎健やかなひとづくり

放課後児童健全育成事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

事 業 担 当 課

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果

事 業 費

年 度 別 事 業 内 容

2



《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 31,000千円

（財源内訳） その他 4,050千円

26,950千円

【輝くひとづくり】　◎健やかなひとづくり  

　準夜間における小児の初期救急医療として、平成１８年１１月に諫早医師会、諫早総合病
院及び本市の３者連携により「諫早市こども準夜診療センター」を諫早総合病院内に開設
し、現在まで運営を行っている。この事業により小児の初期救急診療体制を確保し、安心で
きる子育て環境づくりを図る。

一般社団法人諫早医師会

平成１８年度～
「諫早市こども準夜診療センター」へ小児科医等を派遣し、同セン
ターの運営を支援している諫早医師会に対して補助を行う。

〔諫早市こども準夜診療センター概要〕
・設置主体　独立行政法人地域医療機能推進機構 諫早総合病院
・診療医師　諫早医師会の小児科開業医及び小児科勤務医
・診療日時　原則毎日、午後８時～午後１１時
・補助内容　小児科医、看護師及び看護助手の派遣等に要する経費

（事業運営費負担金：雲仙市）

一般財源

３０年度以前 ３１年度 ３２年度以降

・H１８年１１月１５日開設
・H２３年１月から土曜日に看護
　助手を配置
・H２４年４月から繁忙期に医師・
　看護師の増員
・H２５年４月から診療体制安定化
 (診療医師の確保等)の経費を増額

・小児の初期救急診療体制の安定
　した運営を支援する。
①小児初期救急医療支援事業費補
　助金　　　　 ３０,０００千円
②緊急予備対策費 １,０００千円
　受診者急増による診療体制の強
　化に係る予備対策費

・継続して実施

　準夜間での小児科診療の受診希望者に対応できる環境が整い、併せて小児科専門医の負担
軽減が図られる。

 健康福祉部　健康福祉センター

（5款－1項－2目－地域医療対策事業）

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 422,347千円

（財源内訳） 401,200千円

21,000千円

147千円

（都市整備事業基金繰入金）

３１年度

・開設準備（保留床取得）

３２年度以降

・開設準備
・供用開始

地方債

その他

【輝くひとづくり】　◎健やかなひとづくり

　平成２８年度に保留床特定分譲を申し込んだ栄町東西街区市街地再開発事業で建設される
ビル内に、(仮称)子ども・子育て総合センターを整備し、妊娠期から子育て期にわたるまで
の切れ目ない総合的な子育て支援の実施を図る。

諫早市

平成３１年度～平成３２年度

・施設箇所　　諫早市栄町（西街区）
・購入対象　　専有床面積　1,087.56㎡
　　　　　　　及び共用部分の共有持分
・公有財産購入費　　422,347千円

（5款－1項－3目－（仮称）子ども・子育て総合センター整備事業）

一般財源

平成２８年度
・保留床特定分譲申込

　妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目ない支援体制を構築するとともに、幼児健診等
を交通の便が良い中心市街地で実施できることにより、市民にとって利便性の向上が見込ま
れる。

健康福祉部　健康福祉センター

３０年度以前

（仮称）子ども・子育て総合センター整備事業《新規》

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 14,500千円

（財源内訳） 14,000千円

500千円

【　輝くひとづくり　】　◎健やかなひとづくり

諫早市

平成２９年度～（男性不妊治療助成の拡充は平成３１年度から）

対 象 者：長崎県の特定不妊治療費助成を申請し、交付を受けた
　　　　　諫早市民
助成内容：長崎県が実施する特定不妊治療費助成事業に上乗せして
　　　　　実施する。
　
  <長崎県特定不妊治療費助成事業>
　　要　　件：・法律上の婚姻をしている夫婦で、特定不妊治療を終
　　　　　　　　了した日に、夫婦の両方またはどちらか一方が県内
　　　　　　　　にお住まいの方
　　　　　　　・妻の年齢（治療開始時の年齢）が４３歳未満の方
　　　　　　　・前年の夫婦の所得の合計額が７３０万円未満の方
　　　　　　　・県指定の医療機関で特定不妊治療を受けた方
　　助成回数：　通算６回まで（４０歳未満※）
　　　　　  　　通算３回まで（４０歳以上４３歳未満※）
　　※年齢は、はじめて助成を受ける際の治療開始時の妻の年齢

３０年度以前 ３１年度 ３２年度以降

　少子化の進展に対応し、妊娠・出産の希望を叶えるための不妊治療への支援について、特
定不妊治療にかかる費用の一部を長崎県の助成事業に上乗せして助成を行ってきたが、平成
３１年度からは男性不妊治療への助成を拡充し、不妊に悩む方の経済的負担を軽減すること
で、妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援を更に推進する。

その他 （地域福祉基金繰入金）

　特定不妊治療への助成を行うことにより、妊娠・出産・子育て世代への経済的負担の軽減
が図られ、誰もが安心して子どもを産み育てることができる環境づくりの推進が図られる。

　健康福祉部　健康福祉センター

（5款－1項－3目－妊娠支援事業）

・特定不妊治療費助成
　３１年度見込：約１５０人
　助成限度額（１回あたり）
　市：４～１５万円
（県：７．５～３０万円）
※男性不妊治療について、市は初回～３回
　までは、３０年度までの７．５万円から
  １５万円に、県は初回に限り１５万円
  から３０万円にそれぞれ拡充

平成２９年度開始
・特定不妊治療費助成
　３０年度見込：約１５０人
　助成限度額（１回あたり）
　市：４～１５万円
（県：７．５～３０万円）

・継続して実施

一般財源

特定不妊治療費助成事業《拡充》

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》
《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 113,000千円

（財源内訳） 113,000千円

　インフルエンザの重症化予防やまん延防止に供するとともに、子育て世代である保護者及
び高齢者の経済的な負担軽減が図られる。

健康福祉部　健康福祉センター

（5款－1項－5目－予防接種事業）

一般財源

３０年度以前 ３１年度 ３２年度以降

H13年度：６５歳以上の高齢者に
　　　　 接種開始。
H17年度：乳幼児に接種開始。
H20年度：接種対象者を小学生ま
　　　　 で拡大。
H27年度：接種対象者を中学生ま
　　　　 で拡大。
H28年度：自己負担額改定

・対 象 者　：生後６か月～中学生
　　　　　　　６５歳以上の高齢者
・接種回数　：乳幼児・小学生…２回
　　　　　　　中学生・高齢者…１回
・接種期間　：毎年10月～翌年２月末日
・助 成 額　：2,640円
・自己負担額：1,500円

・継続して実施

【輝くひとづくり】　◎健やかなひとづくり  

　インフルエンザの予防接種は、平成１３年度から高齢者を定期予防接種として実施してい
る。平成１７年度からは、乳幼児を任意予防接種対象とし、その後平成２７年度に中学生ま
で対象を拡大し実施している。
　平成２８年度からは、子どものインフルエンザの接種率を高めるために自己負担額を引き
下げて事業を実施し、感染予防と保護者の経済的負担の軽減を行い、更なる子育て支援策の
充実を図る。

諫早市

平成１３年度～
市内の生後６か月から中学生及び６５歳以上の高齢者を対象としたイ
ンフルエンザ予防接種を実施し、接種費用の一部を助成することで経
済的負担の軽減を図る。
　　１回当たりの接種費用：４，１４０円
　　　　　　　　市助成額：２，６４０円
　 　       （自己負担金：１，５００円）

インフルエンザ予防接種事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 214,000千円

（財源内訳） 1,596千円

一般財源 212,404千円

Ｈ３２～３６債務負担行為 953,334千円

（12款－5項－1目－学校給食センター管理事業）

（給食施設使用料等）

３２年度以降

・市直営により給食
　調理を実施
・配送業務は民間委託

・２学期から給食調理・配送・配膳業務を
　民間委託

・継続して実施
（債務負担行為）

　民間の持つノウハウを活用し、安全・安心な学校給食を提供するとともに、効率的な運
用を図ることができる。

　教育委員会　教育総務課

３０年度以前 ３１年度

その他

諫早市内西部エリア１８小中学校の給食の調理、配送等

平成３１年度２学期から民間委託による学校給食の提供
　業務委託期間：平成３１年８月～平成３６年７月（５年間）
　業務委託内容：給食調理・配送・配膳等
　受配校数：１２小学校、６中学校

【輝くひとづくり】　◎健やかなひとづくり

　学校給食の普及充実と学校における食育の推進を図るため、市内全小中学校で完全給食
を実施している。平成１９年度から直営で行ってきた西部学校給食センターの調理業務を
民間に委託し、効率的な学校給食の運営を図るとともに、引き続き衛生管理に配慮した安
全で安心な学校給食の提供を行う。

諫早市

平成１９年度～（民間委託は平成３１年度～）

西部学校給食センター管理事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

総 事 業 費 1,685,000千円

当 初 予 算 事 業 費 49,000千円

（財源内訳） 46,500千円

2,500千円

Ｈ３２債務負担行為 105,000千円

・建築（延床）面積：約２，６００㎡
・客　席：約５００席
・駐車場：約６５０台

諫早市

　市民文化の振興を図るため、芸術・文化活動の発表や鑑賞する機会を提供できる（仮称）
文芸・音楽ホールを整備し、市民が気軽に、芸術・文化活動に参加できる環境をつくる。

平成３１年度～平成３４年度

【輝くひとづくり】　◎こころ豊かなひとづくり

地方債

　諫早文化会館と連携して効率的な管理運営を行い、機能的で使いやすいホールを整備する
ことにより、文化活動の発表・鑑賞の機会が増え、市民文化の振興を図ることができる。

一般財源

３０年度以前 ３１年度 ３２年度以降

・施設配置等の検討
・県内ホール視察
・関係団体との意見
　交換

　　　政策振興部　文化振興課

・地質調査
・ホール基本設計
・ホール実施設計
・野球場解体実施設計
・駐車場整備実施設計

・ホール基本設計
・ホール実施設計
・野球場解体実施設計
・駐車場整備実施設計
・ホール建設工事
・野球場解体工事
・駐車場整備工事

（3款－2項－2目－文化施設整備事業）

諫早文化会館（仮称）文芸・音楽ホール整備事業≪新規≫

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果

（債務負担行為）
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

総 事 業 費 5,325,000千円

当 初 予 算 事 業 費 386,000千円

（財源内訳） 357,300千円

28,000千円

700千円

【輝くひとづくり】　◎こころ豊かなひとづくり

　平成２６年度に着手した（仮称）久山港スポーツ施設整備事業は、平成３０年７月に第１
野球場及びスケートボード場を供用開始した。さらに、第２野球場及びサッカー広場の供用
開始を本年８月、施設全体の完成を来年３月に予定している。
　新たなスポーツ拠点施設を整備することにより、市民スポーツの振興とともに大会・合宿
誘致などスポーツ交流人口の拡大を図る。

諫早市

平成２６年度～平成３１年度

スポーツ施設整備
　・第１野球場
　・スケートボード場
　・第２野球場
　・サッカー広場

地方債

その他 （都市整備事業基金繰入金）

　新たなスポーツ拠点施設を整備することにより、市民がよりスポーツに親しむとともに交
流人口拡大を図る。

　政策振興部　スポーツ振興課

（3款－3項－2目－体育施設整備事業）

一般財源

３０年度以前 ３１年度

・スポーツ施設整備事業化検討
　業務
・スポーツ施設設計業務
・第１野球場設計業務
・用地購入
・第１野球場建設工事
・スケートボード場整備
・第２野球場整備工事
・サッカー広場整備工事
・備品購入　ほか

・サッカー広場（外周）整備工事
・南側トイレ倉庫東屋等建築工事
・芝生広場整備工事
・外周道路整備工事
・第２駐車場整備工事
・備品購入　ほか

（仮称）久山港スポーツ施設整備事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

総 事 業 費 48,000千円

当 初 予 算 事 業 費 48,000千円

（財源内訳） 45,600千円

2,400千円

３２年度以降

・テニス場整備工事
・管理棟建築工事
・備品購入

【輝くひとづくり】　◎こころ豊かなひとづくり

　テニス場を県立総合運動公園テニス場に隣接して整備することにより、市テニス競技の
振興を図り、交流人口の拡大及びスポーツツーリズムを推進する。

諫早市

平成３１年度～平成３２年度

・テニス場整備実施設計
・管理棟建築基本・実施設計
・地質調査

　政策振興部　スポーツ振興課

（3款－3項－2目－体育施設整備事業）

３１年度

地方債

一般財源

　県立総合運動公園テニス場は交通の利便性が高く競技環境に優れており、新たにテニス
場を整備することで、県内外の多くの競技者が参加する大会の開催が可能となり、スポー
ツ交流人口の拡大が図られる。

・テニス場整備実施設計
・管理棟建築基本・実施設計
・地質調査

（仮称）諫早市テニス場整備事業《新規》

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 16,500千円

（財源内訳） 10,050千円

その他 6,400千円 （受託事業収入）

50千円

（8款－2項－1目－耕作放棄地対策支援事業）

３２年度以降

・継続して実施

  農林水産部　農業振興課

・人農地プラン策定地
　域及び農業団体等の
　協議の場を活用した
　事業の周知
・機構集積協力金交付
・貸借状況
　H26年度 　4ha
　H27年度 121ha
　H28年度  38ha
　H29年度  94ha
　H30年度 132ha(見込)

３１年度

県支出金

　担い手への農地集積と集約化を加速させ、農用地利用の効率化とコスト削減により農業
経営における競争力の強化が図られる。

一般財源

３０年度以前

・各種会議、各地域・改良区、農業団体等
　を対象とした説明会での事業ＰＲ
・農業委員会及び農地利用最適化推進委員
　と連携した貸付及び借受希望者のマッチ
　ング
・機構集積協力金交付事業
　（耕作者集積協力金の廃止及び農地整
　　備・集約協力金の新設等）

・各種会議、集落説明会等での事業ＰＲ
・貸付及び借受希望者の掘り起こし
・貸付希望者及び農用地等のリスト作成
・貸付希望者及び借受希望者との交渉（マッチング作業）
・利用条件改善等の検討（既存事業活用の検討）
　（機構関連農地整備事業、農地耕作条件改善事業）
・機構集積協力金の交付等
・貸付後の利用状況報告とりまとめ

諫早市

　農業の担い手への農地集積・集約化を推進し農地の有効利用を図るため、平成２６年３
月に長崎県農地中間管理機構が設置され、同年７月に本市が業務の一部を受託して事業の
推進を図ってきたところである。
　制度創設５年後の見直しにより、機構集積協力金の項目及び交付要件等が平成３１年度
から変更されるので、今後も積極的に市内の各地域に出向いて説明会を実施し、地権者及
び耕作者の理解と事業への取り組みの推進を図る。

平成２６年度～

【活力ある仕事づくり】　◎地域特性を活かした農林水産業

農地中間管理制度推進事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 436,551千円

（財源内訳） 326,329千円

その他 5千円

110,217千円

（8款－4項－2目 環境保全型農業直接支払交付金事務）

　農地の耕作放棄地を防止し、農業・農村の持つ多面的機能を発揮させ地域活動や環境資源
の質的向上を図る。

農林水産部　農地保全課

（8款－4項－2目 中山間地域等直接支払交付金事務 　）

（8款－4項－2目 多面的機能支払交付金事務　　　　　　）

３０年度以前

・中山間地域
　　　　　150集落
・多面的機能
  　　　　 32組織
・環境保全型
　 　　　　15団体

・中山間地域
       　151集落
・多面的機能
          32組織
・環境保全型
　        15団体

・中山間地域
   　　　  151集落
・多面的機能
    　　　　32組織
・環境保全型
　 　　　　 15団体

・中山間地域等直接支払交付金事務
　１５１集落　　９５６ha
・多面的機能支払交付金事務
　３２組織　３，１２９ha
・環境保全型農業直接支払交付金事務
　１５団体　　  ８６６ha

県支出金

一般財源

３２年度以降

(雇用保険料個人負担分）

３１年度

【活力あるしごとづくり】　◎地域特性を活かした農林水産業

　農村地域の過疎化・高齢化・混住化等の進行に伴う農地の荒廃や集落機能の低下、地球温
暖化など様々な環境の変化に対し、農業・農村の持つ多面的機能を発揮させ地域活動や環境
資源の質的向上を図る活動を支援することにより、農地の保全と農業経営の向上を図る。

・中山間地域 151集落 ・多面的機能 32組織　・環境保全型 15団体

平成２７年度～平成３５年度

日本型直接支払事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 47,690千円

（財源内訳） 県支出金 16,500千円

31,190千円

３０年度以前
Ｈ23年度～Ｈ30年度

農林水産部　農地保全課　有害鳥獣対策室

（　8款－4項－3目－　農産物被害防止対策事業）

３２年度以降

・侵入防護柵
　ﾜｲﾔｰﾒｯｼｭ柵 Ｌ=969km
　電　気　柵 Ｌ=253km
・捕獲奨励金
　ｲﾉｼｼ 16,200頭
　ｱﾗｲｸﾞﾏ  250頭
（ｲﾉｼｼ・ｱﾗｲｸﾞﾏ捕獲頭数
はH30.9月末現在分）

・捕獲奨励金事業費補助金
　ｲﾉｼｼ2,800頭分　ｱﾗｲｸﾞﾏ200頭分
・捕獲活動支援事業費補助金
　猟友会員への捕獲活動に対する経費の補助
・被害防止対策推進事業費補助金
　狩猟免許取得講習会補助、箱わな購入
　鳥獣被害防除対策等

継続して実施

　捕獲活動を支援することで、有害鳥獣による農作物被害の増加を抑制できる。

一般財源

３１年度

【活力あるしごとづくり】　◎地域特性を活かした農林水産業

　有害鳥獣による農作物被害額は、依然として高い水準で推移しているので、被害防止対
策として、引き続き捕獲活動に対する支援を実施する。

諫早市有害鳥獣防除対策協議会、諫早・大村地域鳥獣被害防止対策協議会

平成２３年度～

・捕獲奨励金事業
　イノシシ成獣　２，７００頭 (国費 @6,000円　市費 @7,500円)
　イノシシ幼獣　　　１００頭 (国費 @1,000円　市費 @7,500円)
　アライグマ　　　　２００頭 (国費 @1,000円　市費 @2,500円)
　※イノシシの市費については、平成３１年度から廃止される県
　　捕獲報奨金(@2,500円)を上乗せしたもの。
・捕獲活動支援事業
　猟友会員への捕獲活動に対する経費の補助
・被害防止対策推進事業
　狩猟免許取得講習会補助、箱わな購入、鳥獣被害防除対策等

有害鳥獣被害防止緊急対策事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

総 事 業 費 47,300千円

当 初 予 算 事 業 費 5,300千円

（財源内訳） 960千円

4,340千円一般財源

３０年度以前 ３１年度

（8款－6項－2目－市有林造成事業）

３２年度以降

（しゃくなげ高原・大渡）
・ツクシシャクナゲ植栽
　　　　　　　２，２００本
・作業道整備　４，４９０ｍ
・下刈　３６ｈａ
・トイレ設置　１箇所
・看板設置等
（銀鈴渓遊歩道）
・遊歩道整備　１００ｍ
・銘板設置

（しゃくなげ高原・大渡）
・ツクシシャクナゲ植栽　２００本
・遊歩道整備　３００ｍ
・下刈　９ｈａ
（銀鈴渓遊歩道）
・遊歩道整備　１００ｍ
・看板類設置
・パンフレット作成

（しゃくなげ高原・大渡）
・ツクシシャクナゲ植栽
　　　　　　　　　　６００本
・遊歩道整備　６００ｍ
・下刈　２８ｈａ
（銀鈴渓遊歩道）
・遊歩道整備　１００ｍ
・看板類設置

　市の花「ツクシシャクナゲ」を計画的に植栽することで、森林の持つ公益的機能の啓発が
図られるとともに、市民がより自然と親しむ場となることが期待される。

農林水産部　林務水産課

（豊かな森づくり基金繰入金）

【活力あるしごとづくり】　◎地域特性を活かした農林水産業

　平成２５年度から１０年計画で市の花「ツクシシャクナゲ」の植栽等に取り組んでいる。
平成３１年度も継続して植栽するとともに、保育や管理を実施することにより、市民に親し
める森林づくりを推進する。

諫早市

平成２５年度～平成３４年度

・ツクシシャクナゲ植栽　３，０００本
・作業道（遊歩道）整備　５，６９０ｍ
・下刈　７３ｈａ
・看板類設置等　一式
・トイレ設置　１箇所

その他

ツクシシャクナゲの森整備事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 50,000千円

（財源内訳） 2,000千円

地方債 41,800千円

6,200千円

（8款－6項－4目－林道整備事業）

３２年度以降

〇林道炊小屋線
・落石防護工 L=170m

農林水産部　林務水産課

・(仮)林道しゃくなげ線
　測量設計 L=1,200m
　開設工事 L=1,200m

・林道炊小屋線
　路肩擁壁工 L=388m
　落石防護工 L=300m

３１年度

県支出金

　間伐、枝打等の森林整備が促進され、森林の持つ公益的機能増進が見込まれる。また、木
材搬出ルートの拡充による出荷量の増加及び林道利用者の利便性、安全性の向上が図られ
る。

３０年度以前

一般財源

・(仮)林道しゃくなげ線
　開設工事 L=570m
　（舗装工ほか）

・林道炊小屋線
　落石防護工 L=170m

・(仮)林道しゃくなげ線開設
　H28測量設計　H29～H31開設工事　L=1,200m、W=4.0m
・林道炊小屋線改良
　H28～H32路肩改良及び落石防護
　　　　　　　　　　　　路肩擁壁工L=388m、落石防護工L=640m

諫早市

　林道整備を行うことにより、間伐・枝打等の保育管理及び木材搬出等の効率的な施業を確
保し、また、林道利用者の利便性及び安全性を図る。

平成２８年度～平成３２年度

【活力あるしごとづくり】　◎地域特性を活かした農林水産業

林道整備事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

総 事 業 費 15,862千円

当 初 予 算 事 業 費 9,487千円

（財源内訳） 県支出金 7,115千円

2,000千円

372千円一般財源

【活力あるしごとづくり】　◎地域特性を活かした農林水産業

橘湾中央漁業協同組合

平成３１年度

冷蔵・活魚一体型の車輌（４トン）の整備　１台

 現在、橘湾中央漁協の長崎魚市等への出荷については、鮮魚用保冷車１台と活魚車１台
の計２台体制で行っている。今後、冷蔵車に活魚用タンクを整備した車輌を導入すること
により、集出荷体制を集約させ販路拡大を促進し、集出荷に係る経費節減と水揚高の向上
及び漁業者の所得向上を図る。

（産業活性化基金繰入金）その他

（8款－7項－1目－漁業近代化施設整備事業）

集出荷に係る経費節減と水揚高の向上及び漁業者の所得向上が図られる。

農林水産部　林務水産課

３１年度

冷蔵・活魚一体型の車輌（４トン）の整備１台

運搬施設整備事業《新規》

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 130,000千円

（財源内訳） 130,000千円

債務負担行為
（利子補給事業）

1,937千円

３２年度以降

・中小企業創業支援
　資金融資事業
・中小企業創業支援
　資金利子補給事業
・中小企業創業支援
　資金保証料補給事業

・中小企業創業支援資金融資事業
・中小企業創業支援資金利子補給事業
・中小企業創業支援資金保証料補給事業

・経済状況の動向を
　考慮し、適宜見直し

　創業者への融資の円滑化と借入れに係る利子・保証料の助成により、市内での創業が促
進されるとともに、創業初期の経営安定が図られ、市経済の活性化へつながる。

【活力あるしごとづくり】　◎活力あふれる商工業の振興と雇用の創出

　創業後５年未満の中小企業を含む創業者の負担を軽減することを目的に、原資を金融機
関に預託するとともに、当該融資に係る利子補給事業と保証料補給事業を併せて行い、資
金調達の円滑化を実施することで、新たな事業の創出を促進し、市経済の活性化を図る。

諫早市
【融資事業】
（対象者）次の①又は②に該当する者
　　①創業する具体的計画がある　②創業後５年未満の個人・法人
（融資条件）限度額　：20,000千円
　　　　　　　　　　　貸付利率：1.3％
　　　　　　保証料率：0.8％
　　　　　　償還期間：運転7年・設備10年以内（各据置1年以内）
（預託条件）協調倍率：2.4倍
（取扱金融機関）十八銀行、親和銀行、西日本シティ銀行、長崎銀行、
　　　　　　　　たちばな信用金庫、九州ひぜん信用金庫
【利子補給事業】
　　当該資金の借入日から起算して3年間、利子額の1/2を助成
【保証料補給事業】全額補助

　商工振興部　商工観光課

３０年度以前 ３１年度

（中小企業創業支援融資
　預託金元金収入）

（9款－1項－2目－体質強化・活性化対策事業）

その他

（Ｈ32・33・34・35）

中小企業創業支援資金融資事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 9,000千円

（財源内訳） 2,250千円

4,500千円

2,250千円

・事業拡充促進事業（２件） ・継続して支援

・事業承継準備経費補助事業（１件）

　商工振興部　商工観光課

【活力あるしごとづくり】　◎活力あふれる商工業の振興と雇用の創出

　中小企業者・小規模事業者等が抱える人口減少や高齢化による人手・担い手不足等の課
題対策のため、本市が事業主体となり国・県と連携して事業を支援することで課題の解消
を図り、市内経済の活性化につなげる。

諫早市

平成３１年度～

【事業拡充促進事業】２件
　（対象者）　　事業の拡大を行い、新たに１名以上を雇用する
                事業者
　（対象経費）　設備費、広報費、店舗等借入費、人件費　など
  （対象事業費）１件につき上限６，０００千円
　（補助率）　　２／３
【事業承継準備経費補助事業】１件
　（対象者）　　事業承継する者
　（対象経費）　設備費、官公庁への申請書類作成に係る経費、
　　　　　　　　人件費　など
　（対象事業費）１件につき上限２，０００千円
　（補助率）　　１／２

　人口減少及び高齢社会に伴う人手・担い手不足に対する支援を行うことで市内経済の活
性化が図られる。

（9款－1項－2目－商工業振興支援事業）

国庫支出金

県支出金

一般財源

３１年度 ３２年度以降

がんばる地域雇用促進応援事業《新規》

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

総 事 業 費 約 5,600,000千円 （公社負担分含む）

当 初 予 算 事 業 費 930,906千円

（財源内訳） 457,334千円

473,572千円

３０年度 ３１年度

・１工区造成工事
・１工区車道舗装工事
・２工区造成工事　等
（債務負担行為）

　新しい産業団地を整備し企業誘致を推進することにより、雇用の場の創出による若者等の
市外への流出防止と地域経済の活性化が図られる。

　商工振興部　産業誘致課

（9款－3項－1目－新産業団地整備事業）

・実施設計
・事前調査
・用地取得
・１工区造成工事

・１工区造成工事
・２工区用地取得
・配水池関連工事

県支出金

その他 （まちづくり未来基金繰入金）

３２年度以降

【活力あるしごとづくり】　◎活力あふれる商工業の振興と雇用の創出

　平成２７年度に開始した新産業団地の候補地調査の結果、小栗地区の丘陵地が最適と判断
し、平成３１年１月から１工区の工事に着手している。
　工事の着実な推進を図るため、事業主体となる諫早市土地開発公社へ支援を行い、南諫早
産業団地の整備による新たな雇用の場の創出と地域経済の活性化を図る。

諫早市土地開発公社

平成２９年度～平成３３年度

南諫早産業団地整備事業を実施する諫早市土地開発公社に対して
補助を行う。
・整備地区　小栗地区（平山町、栗面町、小ヶ倉町の各一部）
・分譲面積　約20ha（１工区 約11ha、２工区 約9ha）

南諫早産業団地整備事業

総 合 計 画 の 位 置 付 け

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

事 業 費

事 業 実 施 に よ る 効 果

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 101,000千円

（財源内訳） 55,000千円

地方債 41,400千円
その他 4,600千円

平成３０年度

　建設部　道路課

・測量設計
・補償調査　等

平成３２年度以降

・改良工事

　物流・運搬・通勤等に利用される主要アクセス道路の安全性や走行性の向上が図られる。
　また、地域高規格道路「島原道路」と連携し広域的な物流ネットワークが構築されること
により、本市の産業競争力の強化が図られる。

（10款－2項－4目－道路橋りょう整備事業）

平成３１年度

・用地購入
・物件補償

国庫支出金

・市道栗面小ヶ倉線外１線（拡幅改良）　

　延長Ｌ＝１，３００ｍ、幅員Ｗ＝１０ｍ

（まちづくり未来基金繰入金）

南諫早産業団地関連道路整備

【活力あるしごとづくり】　◎活力あふれる商工業の振興と雇用の創出

　小栗地区で整備を進めている「南諫早産業団地」と地域高規格道路「島原道路」栗面ＩＣ
を結ぶアクセス道路を整備することにより、物流ネットワークの構築を図り、雇用の場の創
出や地域経済の活性化に寄与するもの。

諫早市

平成３０年度～平成３３年度

南諫早産業団地関連道路整備事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果

年 度 別 事 業 内 容

20



《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 7,000千円

（財源内訳） 7,000千円

・ホームゲーム応援事業
・地域交流事業
・のぼり旗・横断幕等作製
・スタジアムへの案内誘導対策
・シティセールスの推進

・ホームゲーム応援事業
・地域交流事業
・のぼり旗・横断幕等作製

・継続して実施

　交流人口の拡大による観光客数・宿泊者数の増加と地域経済の活性化とともに本市の魅力
づくりにつなげる。

　政策振興部　スポーツ振興課

（3款－3項－1目－Ｖ・ファーレン長崎ホームタウン事業）

その他

３０年度以前 ３１年度 ３２年度以降

（まちづくり未来基金繰入金）

【活力あるしごとづくり】　◎地域資源を活かした観光・物産

　平成２４年度からＶ・ファーレン長崎のＪリーグ活動を支援し、ホームゲーム応援事業
などを通じて市民がよりスポーツに親しむ環境づくりを推進してきた。Ｖ・ファーレン長
崎が更に活躍できるよう応援を行い、地域の活性化や交流人口の拡大を図る。

諫早市

平成２４年度～

・ホームゲーム応援事業
・地域交流事業
・のぼり旗・横断幕等作製

Ｖ・ファーレン長崎ホームタウン事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 3,000千円

（財源内訳） 3,000千円

　

【活力あるしごとづくり】　◎地域資源を活かした観光・物産

　魅力ある地場産品の販売等を行い地域活性化を図るための施設となる「道の駅」につい
て、市内でも農業が盛んな飯盛町の国道２５１号沿いにある直売所を活かした形での可能
性を、具体的に調査・検討する。

諫早市

平成３１年度

・国道２５１号沿線に係る調査
・先行事例等の調査
・専門家や地元との協議
・運営者や運営方針、施設規模に係る検討

一般財源

３０年度以前 ３１年度

（8款－2項－2目－農林水産推進事務）

３２年度以降

・直売所側から駐車場
　やトイレの整備につ
　いて要望

・国道２５１号沿線の交通状況、店舗等に
  係る調査
・先行事例等の調査
・道の駅や直売所の専門家との協議
・直売所や地元生産者等との協議
・運営者や運営方針、施設規模に係る検討

・調査検討の結果、道
　の駅登録の可能性が
　高ければ、計画を作
　成し、具体的に手続
　きを進める。

　既存直売所を活かしての道の駅への可能性について調査・検討を行うことで、更なる地
域活性化に向けて具体的に取り組むことができる。

  農林水産部　農業振興課

道の駅調査検討事務《新規》

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 11,500千円

（財源内訳） 11,500千円

　商工振興部　商工観光課

（9款－2項－2目－観光宣伝事業）

３２年度以降

・継続して実施・助成金交付
・誘致セールス
・長崎県コンベンショ
　ンセミナーへの参加
・スポーツコンベンシ
　ョン・合宿施設ガイ
　ドブック作成

〇コンベンション等の主催者に対し、延べ宿泊人数に応じた助成金
　を交付
・ 50人以上～100人未満　　･･･　　 　50,000円
・100人以上～150人未満　　･･･　　　100,000円
・150人以上～200人未満　　･･･　　　150,000円
・200人以上～250人未満　　･･･　　　200,000円
・250人以上～300人未満　　･･･　　　250,000円
・300人以上～500人未満　　･･･　　　300,000円
・500人以上～1,000人未満　･･･　　　500,000円
・1,000人以上　　　　　　 ･･･　　1,000,000円
〇コンベンション等（主にスポーツ関係団体）の誘致セールス
〇長崎県コンベンションセミナーへの参加
〇スポーツコンベンション・合宿施設ガイドブック作成

諫早市

　市内宿泊を伴うスポーツ大会や合宿、コンベンション等を開催する主催者に対し助成金
を交付することで、市内における宿泊客の増加による交流人口の拡大及び地域経済の活性
化を図る。

平成１７年度～

【活力あるしごとづくり】　◎地域資源を活かした観光・物産

３１年度

　本市が有する体育施設や交通の利便性を活用し、スポーツ大会や合宿、コンベンション
等を誘致することにより、市内での宿泊客数の増加による交流人口の拡大を図り地域経済
の活性化につなげる。

一般財源

３０年度以前

・助成金交付
・誘致セールス
・長崎県コンベンションセミナーへの参加
・スポーツコンベンション・合宿施設ガイ
　ドブック作成

宿泊観光促進事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 45,000千円

（財源内訳） 18,850千円

26,150千円

　商工振興部　商工観光課

（9款－2項－2目－観光施設管理事業）

３２年度以降

・継続して実施・施設維持管理

いこいの森たかきの施設維持管理
　・指定管理者業務委託
　・中型バス購入
　・特殊建築物定期報告調査業務委託
　・いこいの広場支障木伐採業務委託
　・レストラン空調設備改修　など
　
　

諫早市

　豊かな自然環境を活かし、市民の憩い、健康増進及び交流人口の増加に寄与するととも
に、市内外の利用者が利用しやすい施設となるよう維持管理を行ってきた。平成３１年度
から「いこいの村長崎」を公の施設として位置付け、いこいの森たかきの保養施設として
維持管理を行うことで更なる観光の振興を図る。

【活力あるしごとづくり】　◎地域資源を活かした観光・物産

３１年度

　市内外の利用者が利用しやすい施設となるよう維持管理を行うことで交流人口の増加に
よる観光の振興が図られる。

その他

３０年度以前

・指定管理者業務委託
・中型バス購入
・特殊建築物定期報告調査業務委託
・いこいの広場支障木伐採業務委託
・レストラン空調設備改修　など

一般財源

（いこいの森たかき整備振興
  基金繰入金、その他使用料）

いこいの森たかき管理事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

総 事 業 費 424,400千円

当 初 予 算 事 業 費 66,502千円

（財源内訳） 県支出金 32,500千円

地方債 34,000千円

2千円

諫早市

　急傾斜地崩壊危険区域について対策工事を実施することで、急傾斜地の崩壊による災
害から地域住民の生命を守り、あわせて背後地の保全を図る。

平成２４年度～平成３９年度

【魅力あるまちづくり】　◎安全なまちづくり

（10款－3項－4目－市営急傾斜地崩壊対策事業）

　　建設部　河川課

  急傾斜地の崩壊による災害を防止でき、住民の安全及び生活の安定が図られる。

その他

・木秀地区（長野町）、土師野尾(２)地区（土師野尾町）

県の急傾斜地崩壊対策事業補助金を活用し、急傾斜地崩壊危険

区域に指定された区域の対策工事を行う。

・市内４箇所

（雇用保険料個人負担分）

・仲間地区（目代町）、源八（１）地区（多良見町西川内）

市営急傾斜地崩壊対策事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果

・法面工　一式
・測量設計業務　一式

・継続して実施

３０年度以前 ３１年度 ３２年度以降

・法面工　一式
・測量設計業務　一式
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 10,000千円

（財源内訳） 10,000千円

（10款－3項－4目－がけ地崩壊対策工事支援事業）

一般財源

３０年度以前 ３１年度

・継続して実施・個人が行うがけ地対策工事への支援

諫早市

　県や市が行う急傾斜地崩壊対策事業の採択要件に満たない箇所において、個人が行うが
け地崩壊対策工事に対し、平成２６年度から費用の一部を支援している。平成３１年度も
継続して支援することで、市民の生命及び財産を守り安全で住み良い環境の確保を図る。

平成２６年度～

【魅力あるまちづくり】　◎安全なまちづくり

３２年度以降

個人が行うがけ地崩壊対策工事に係る費用の1/２を補助
　交付対象：居住の用に供する建築物を現に有し、高さ２ｍ以上
　　　　　　の自然がけ地について、個人が行う工事
　上 限 額：３００万円

　　建設部　河川課

・個人が行うがけ地対
  策工事への支援

３１年１月末現在
申請件数　　  　49件
補助金総額39,377千円

　市民の生命及び財産を守り、安全で住み良い環境の確保が図られる。

がけ地崩壊対策工事支援事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 254,000千円

（財源内訳） 45,600千円

その他 187,366千円

21,034千円

３０年度以前

一般財源

地方債

（本明川ダム建設事業関連収入）

・市道広谷線拡幅整備事業

・市道赤水線拡幅整備事業（工事用道路用地買収）

・国工事関連市道整備事業

諫早市

　諫早大水害相当規模の雨量に対する本明川の洪水調節と、良好な河川環境の維持用水等
の確保のために必要不可欠な本明川ダム建設事業については、平成２９年２月に締結され
た「本明川ダム建設事業に伴う損失補償基準協定」に基づき、地権者との個別交渉が進め
られている。
　本明川ダム周辺整備事業においては、本明川ダム建設対策協議会や地元関係者及び国・
県・市とで協議を行いながら、ダム周辺地域の生活環境を整備し、地域の振興を図る。

平成２８年度～

【　魅力あるまちづくり】　◎安全なまちづくり

本明川ダム周辺整備事業

（10款－3項－5目－本明川ダム建設事業推進事務）

３２年度以降

・市道広谷線拡幅整備事業
・市道赤水線拡幅整備事業
（工事用道路用地買収）
・国工事関連市道整備事業

　建設部　ダム推進課

・市道広谷線拡幅整備事業
・市道赤水線拡幅整備事業
（工事用道路用地買収）

３１年度

　本明川ダム建設事業により、自然環境や生活環境が著しく変化する地域の道路等を整備
するとともに、家屋移転対象者への生活再建対策を講じることにより、関係住民の生活の
安定と福祉の向上を図り、新たなまちづくりへつながる。

・市道広谷線拡幅整備事業
・市道赤水線拡幅整備事業
　（工事用道路用地買収）
・国工事関連市道整備事業

本明川ダム周辺整備事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 558,000千円

（財源内訳） 278,227千円

県支出金 139,113千円

140,660千円

【魅力あるまちづくり】　◎安心なまちづくり

諫早市

平成２４年度～

・児童発達支援（主に就学前の児童や重度の障害児を対象に、日
　常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生
　活への適応訓練などの支援を行う）
・放課後等デイサービス（主に就学中の児童を対象に、放課後又
　は休校日に生活能力向上のための必要な訓練、社会との交流促
　進などの支援を行う）
・保育所等訪問支援（保育所等を訪問し、障害児に対して、障害
　児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支援を行
　う）
・障害児相談支援（障害児の相談に応じ、通所サービス受給のた
　めのサービス計画の作成を行う）

　障害のある子ども（学齢期の児童を含む）が身近な地域で支援が受けられるよう、ま
た、障害特性に応じた専門的な支援が受けられるよう障害福祉サービスを提供し、支援の
充実を図る。

国庫支出金

一般財源

３０年度以前 ３１年度 ３２年度以降

（３０年度延べ利用見込者数）
・児童発達支援　  約1,860人
・放課後等デイサービス
　　　　　　　　　約4,700人
・保育所等訪問支援 　約70人
・障害児相談支援　約1,100人

（延べ利用見込者数）
・児童発達支援　  約1,860人
・放課後等デイサービス
　　　　　　　　　約4,700人
・保育所等訪問支援 　約70人
・障害児相談支援　約1,100人

・継続して実施

　障害のある子どもが、身近な地域で障害福祉サービスを受けられるようになるなど支援
の充実が図られ、利用者数が伸びている。

健康福祉部　障害福祉課

（6款－2項－1目－介護・訓練等給付事業）

障害児通所支援事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 3,440,000千円

（財源内訳） 1,716,729千円

県支出金 858,364千円

864,907千円

【魅力あるまちづくり】　◎安心なまちづくり

　障害者の能力や適性に応じ、自立した日常生活及び社会生活が営めるよう、障害福祉
サービスを提供し、支援の充実を図る。

諫早市

平成１８年度～

・介護給付（居宅介護（ホームヘルプ）、重度訪問介護、同行援
　護、短期入所（ショートステイ）、療養介護、施設入所支援な
　ど、主に障害者の介護に係る障害福祉サービスを提供する）
・訓練等給付（共同生活援助（グループホーム）、自立生活援助、
　自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援など、主
　に障害者の訓練に係る障害福祉サービスを提供する）
・相談支援給付（障害福祉サービスの利用計画の作成、検証（モ
　ニタリング）等を行う）

国庫支出金

一般財源

３０年度以前 ３１年度 ３２年度以降

（３０年度延べ利用見込者数）
・介護給付　　 約13,700人
・訓練等給付　 約11,000人
・相談支援給付　約2,100人

（延べ利用見込者数）
・介護給付　　 約13,700人
・訓練等給付　 約11,000人
・相談支援給付　約2,100人

・継続して実施

　障害者が自立した日常生活、社会生活が営めるよう個々の障害福祉サービスについて利
用計画を作成し、提供することによって支援の充実が図られ、利用者数が伸びている。

健康福祉部　障害福祉課

（6款－2項－1目－介護・訓練等給付事業）

障害者自立支援給付事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果

29



《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 千円

（財源内訳） 3,017,388千円

県支出金 1,770,095千円

その他 5,203,543千円

2,800,974千円

　地域の社会資源との連携のもと、途切れることのない高齢者支援の施策の推進が図られ
る。

健康福祉部　高齢介護課

（　介護保険事業特別会計　）

一般財源

３０年度以前 ３１年度 ３２年度以降

○保険給付、賦課徴収
○介護予防・日常生活支
援総合事業（Ｈ２９～）
○包括的支援事業
地域包括支援センター、
地域包括ケア推進協議
会、在宅医療介護連携推
進会議、認知症対策推進
会議、介護予防・日常生
活支援推進会議

○保険給付・賦課徴収
○介護予防・日常生活支援総合事業
　・従前相当サービス（訪問・通所）
　・短期集中予防サービス（訪問・通所）
　・一般介護予防事業
　　（普及啓発、サロン事業）
○包括的支援事業
　・地域包括支援センター運営事業
　・地域包括ケア推進協議会及び３推進会議

第７期介護保険事
業計画に基づき実
施

12,792,000

国庫支出金

（一般会計繰入金等）

【魅力あるまちづくり】　◎安心なまちづくり

　高齢者が尊厳を保持し、その能力に応じて住み慣れた地域で、安全・安心な日常生活を
続けることができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び生活支援が包括的に確保さ
れる地域包括ケアシステムの構築に向けた取組をソフトとハードの両面から進める。

諫早市

平成３０年度～平成３２年度（第７期介護保険事業計画期間）

○保険給付、賦課徴収
○介護予防・日常生活支援総合事業
○包括的支援事業
・市内５か所の地域包括支援センター
・在宅医療・介護連携推進
・生活支援体制整備
・認知症施策推進

介護保険事業特別会計

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果

30



《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 178,500千円

（財源内訳） 160,600千円

17,900千円

・土木工事
・建築工事
・軌道、電気工事
・試験運転

【魅力あるまちづくり】　◎快適なまちづくり

  九州新幹線西九州ルートは、平成２０年に武雄温泉・諫早間の工事が認可され（平成２４
年に長崎延伸）、現在は、平成３４年度の暫定開業（武雄温泉駅での対面乗換方式）に向け
整備が進められている。
　九州新幹線西九州ルートの整備による広域的な高速鉄道網の形成を促進することで、交流
人口の拡大や多方面にわたる経済波及効果につなげ、もって西九州地域の発展と浮揚に寄与
する。

独立行政法人　鉄道建設・運輸施設整備支援機構

平成２０年度～平成３４年度

武雄温泉・長崎間の新幹線建設に係る工事費のうち、諫早駅部及び
同駅に付随する用途地域に係る３．３７kmの区間について、県負担
額の１／１０を負担する。
 [市が負担する区間（３．３７km）の負担割合]
　　国：２／３　　県：９／３０　　市：１／３０

  九州新幹線西九州ルートの着実な整備促進により、新幹線の開業を契機とした交流人口の
拡大が図られ、本市の将来的な市勢の振興と発展が見込まれる。

    政策振興部 企画政策課

（3款－1項－1目－新幹線推進費）

地方債

一般財源

３０年度以前 ３１年度 ３２年度以降

・用地測量・建物調査
・用地取得（補償等）
・用地取得事務委託
・地質調査・環境調査
・土木関係設計
・土木工事

・用地取得
・土木工事
・建築工事
・電気、軌道工事の一部

新幹線建設負担金

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 5,284千円

（財源内訳） 5,284千円

（3款－1項－1目－政策企画事務）

３２年度以降

・継続して実施・実績件数　計３２件
　（２２～３０年度）
・３０年度実施事業
　諫早のんのこ節・皿踊
　り『道行き』若者継承
　事業

３１年度

　　政策振興部　企画政策課

　これまでに実施した事業の多くが諫早の魅力のアピールにつながっており、今後も市民
提案の企画を支援することで、諫早の新しい魅力づくりや活力づくりが図られる。

一般財源

３０年度以前

○補助金による支援
（対象事業）
・諫早の新しい魅力、活力づくりに貢献す
　る事業
・地場産品や郷土料理、観光地など地域資
　源を活かした事業

　諫早の魅力、活力につながる事業を市民とともに企画・具体
化し、地場産品や諫早が有する様々な地域資源を活かした事業
に対し補助を行う。

市民活動団体等

【魅力あるまちづくり】　◎快適なまちづくり

　平成２２年度に市民の優れたアイデアによる諫早の魅力発信事業を支援するために創設
し、これまでに３２件のビタミンプロジェクトの提案を事業化した。
　平成３１年度においても引き続き諫早の魅力を広くアピールするため、「諫早」の新し
い魅力、活力を生み出す事業に対して支援を行う。

平成２２年度～

諫早市ビタミンプロジェクト事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 7,900千円

（財源内訳） 100千円

県支出金 5,450千円

2,350千円

国庫支出金

３２年度以降

・国・県と連携し継続して実施

・移住支援補助金　６，０００千円（１，０００千円×６世帯）
　対　象：東京圏からの移住者で県のマッチングシステムにより
　　　　　中小企業等へ就業した者
　補助率：１０／１０（国1/2、県1/4、市1/4）
　　　　　がんばる地域雇用促進応援事業補助金
・新生活支援補助金　１，５００千円（３００千円×５世帯）
　対　象：夫婦共に３４歳以下かつ世帯所得が３４０万円未満の
　　　　　もので複式学級の小学校区で新生活を始める世帯
　補助対象：婚姻に伴う住宅取得費、引越費用等
　補助率：１／２上限３００千円（国1/2、市1/2）
　　　　　地域少子化対策重点推進交付金
・まちづくり会議開催事業　４００千円
　地域の課題を解決するために、住民が自発的に行うワーク
　ショップ等の開催を支援する

一般財源

３１年度

（補助金による支援）
・東京圏からの移住者で県内中小企業へ就職
　した場合に移住経費を支援
・地域を指定し結婚に伴う新生活のスタート
　にかかる費用を支援
・地域住民による地域課題解決のためのワー
　クショップ開催を支援

政策振興部　地域づくり推進課

（3款－4項－1目－地域振興事業）

　都市部からの人材や若い世代の移住定住を促進することで人口減少を抑制し、地域を指
定した支援策を講じることで、地域コミュニティの維持・活性化を図ることができる。

諫早市

【魅力あるまちづくり】　◎快適なまちづくり

　人口減少を抑制するため、国・県と連携し本市への移住を促すとともに、人口減少が進
む地域を指定した支援策を講じることで、地域コミュニティの維持・活性化を図る。

平成３１年度

いさはや生活実現事業《新規》

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 618,000千円

（財源内訳） 地方債 309,000千円

その他 309,000千円

（都市開発資金貸付金）

諫早市

　栄町東西街区第一種市街地再開発事業で整備される保留床（駐車場・商業施設）を取得す
る保留床管理法人に対して、国の制度である無利子貸付「都市開発資金」を活用して、保留
床取得資金の一部について無利子資金を貸し付けることにより、民間活力を効果的に活用し
つつ、効率的に市街地再開発事業を推進し、事業の円滑化を図る。

平成３１年度

【魅力あるまちづくり】　◎快適なまちづくり

保留床管理法人への資金貸付
（貸付対象）保留床の取得に必要な費用
（貸付条件）貸付限度額：保留床取得費の１／２以内
　　　　　　国の貸付率：地方公共団体貸付額の１／２以内
　　　　　　利　　　率：無利子
　　　　　　償還期間　：２５年以内
　　　　　　　　　　　（１０年以内の据置期間を含む）
　　　　　　償還方法　：均等半年賦償還

（産業活性化基金繰入金）

  保留床管理法人に対して都市開発資金を貸し付けることにより、効率的な市街地再開発事
業の推進が図られ、街なかにおける賑わいの創出につながる。

３１年度

（9款－1項－3目－中心市街地活性化計画推進事業）

　商工振興部　商工観光課

３０年度以前

・保留床管理法人への資金貸付・Ｈ２４～Ｈ３０年度まで栄町
　東西街区第一種市街地再開発
　事業に対し支援

栄町東西街区市街地再開発支援事業（都市開発資金貸付事業）《新規》

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 300,000千円

（財源内訳） 300,000千円

各支所（５支所）、各出張所（６出張所）及び中央地区（建設部）に配分予定

　建　設　部　建設総務課、道路課、河川課

　各　支　所　産業建設課

（10款－1項－1目－生活基盤整備事業）

３２年度以降

・継続して実施

　政策振興部　各出張所

３０年度以前

・道路、水路の小規模改良
・側溝、水路の浚渫
・交通安全施設の設置
・その他、市民の生活基盤で、
　緊急に対処の必要があると思
　われる施設の整備

　市民の日常生活に密着した道路などの生活基盤を整備することにより、安全で快適な生
活環境の整備が図られる。

一般財源

３１年度

・道路、水路の小規模改良
・側溝、水路の浚渫
・交通安全施設の設置
・その他、市民の生活基盤で、
　緊急に対処の必要があると思
　われる施設の整備

諫早市

　市民の日常生活に密着した道路、水路等の公共土木施設、交通安全施設等で維持補修及
び小規模改良等が必要なものについて迅速に実施し、より安全で快適な均衡ある生活環境
の実現を図る。

平成１７年度～

【魅力あるまちづくり】　◎快適なまちづくり

・道路、水路の小規模改良
・側溝、水路の浚渫
・交通安全施設の設置
・その他、市民の生活基盤で、緊急に対処の必要があると
　思われる施設の整備

生活基盤整備事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 200,000千円

（財源内訳） 200,000千円

各支所（５支所）、各出張所（６出張所）及び中央地区（建設部）に配分予定

・ガードレール、ガードパイプ、欄干等の塗装修繕
・区画線等の補修
・道路のオーバーレイ舗装　　等

諫早市

　ガードレールやガードパイプ等の交通安全施設の塗装修繕等や舗装の補修を行い、既存
施設の長寿命化を図るとともに安全で快適な生活環境の実現を図る。

平成２１年度～

【魅力あるまちづくり】　◎快適なまちづくり

３０年度以前

一般財源

（10款－1項－1目－地域リフレッシュ事業）

３２年度以降

・継続して実施

　各　支　所　産業建設課

　ガードレール等の交通安全施設の修繕等を行うことにより、既存施設の長寿命化が図ら
れる。

・ガードレール、ガードパイプ、
　欄干等の塗装修繕
・区画線等の補修
・道路のオーバーレイ舗装　　等

・ガードレール、ガードパイプ、
　欄干等の塗装修繕
・区画線等の補修
・道路のオーバーレイ舗装　　等

　建　設　部　建設総務課、道路課、河川課

３１年度

　政策振興部　各出張所

地域リフレッシュ事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 704,630千円

（財源内訳） 166,075千円

地方債 391,600千円

その他 28,777千円 (道路占用料等）

118,178千円

　建設部　道路課

　地域に密着した市道の整備により、市民の日常生活における安全性や快適性の向上が図ら
れる。また、幹線道路の整備により、国・県道と連携した道路交通ネットワークの構築が図
られ、地域経済の活性化及び利便性の向上が図られる。

（10款－2項－2目－道路橋りょう維持事業）
（10款－2項－4目－道路橋りょう整備事業）

国庫支出金

一般財源

【魅力あるまちづくり】　◎快適なまちづくり

　幹線道路及び地域に密着した道路の整備を行うことで、地域間の均衡ある発展と地域経済
の活性化を図り、安全で安心して暮らせるまちづくりを目指す。

諫早市

・幹線道路及び地域に密着した市道の維持補修、改良整備

道路橋りょう整備事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果

事 業 費

事　業　箇　所 事　業　内　容

市道の維持管理

側溝整備事業 平山町外３箇所 側溝整備（多良林線外３箇所）

舗装整備事業 貝津町外３箇所 舗装整備（貝津２号線外３箇所）

橋りょう補修事業 久山町外２箇所
補修設計（久山陸橋）
補修工事（大砂口橋外１橋）

道路ストック点検事業 福田町外
橋りょう法定定期点検
　　　　（宮ノ前橋外９３橋）

橋りょう長寿命化計画策定
事業

市内全域
橋りょう長寿命化修繕計画策定
　　　　（８８０橋）

道路ストック補修事業 森山町慶師野 法面設計（鳥越線）

市道の改良整備

上宇戸橋公園線道路改良事業 高城町外
諫早駅と中心市街地を結ぶ幹線道路の
拡幅改良（宇都町ポンプ場移設工事）

南諫早産業団地関連道路
整備事業（再掲）

栗面町外
南諫早産業団地へのアクセス道路整備
（用地取得、建物等補償）

中核工業団地２号線
道路改良事業

津久葉町
中核工業団地２号線の車線増設
（改良工事Ｌ＝１３０ｍ）

・道路橋りょう整備事業

道路改良事業 小船越町外１０箇所
地域に密着した市道の改良整備
（平山線外１０箇所）

事　　業　　名

・道路橋りょう維持事業
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 10,000千円

（財源内訳） 10,000千円

・Ｈ２５～Ｈ２７年度
　省エネ等住宅リフ
　レッシュ事業
・Ｈ２８年度～住宅性
　能向上リフレッシュ
　事業

・住宅の性能向上を伴うリフォームについ
　て対象工事費の一部を助成
・トイレの改修工事に併せて公共下水道へ
　接続する工事等への加算補助

　既存住宅における一定の性能向上を支援することにより、住宅の長寿命化と安全対策を
図ることができる。また、リフォーム工事に併せ下水道への接続も促進することができ
る。

建設部　建築住宅課

３０年度以前

（10款－6項－1目－安全安心住まいづくり支援事業）

その他

３１年度

（産業活性化基金繰入金）

【　魅力あるまちづくり　】　◎快適なまちづくり

　平成２５年度から一定の性能向上を目的としたバリアフリー・安全型のリフォームを行
う住宅の所有者に対し、工事費の一部を補助することにより、良質な住宅の形成を図り、
安全・安心なまちづくりを行う。

諫早市

平成２５年度～

申請者　　　　住宅を所有し、かつ居住している人
対象住宅　　　戸建住宅、共同住宅
対象工事　    対象工事費５０万円以上かつ市内に本店を置く事
　　　　　　　業者又は市内に住所を有する個人事業者が施工す
　　　　　　　る工事
補助額　　　　一律１０万円
加算補助　　　汲取り便所を改修して下水道接続　３万円
　　　　　　　浄化槽を廃止して下水道接続　　　２万円

住宅性能向上リフレッシュ事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 1,201,000千円

（財源内訳） 417,960千円

県支出金 57,194千円

454,000千円

その他 264,805千円

7,041千円

314,974千円

【魅力あるまちづくり】　◎快適なまちづくり

　九州新幹線西九州ルートの開業を契機とした新たなまちづくりを行うため、平成２６年
５月に「新幹線効果を高めるための諫早市のまちづくり計画」を策定し、広域交通拠点で
ある諫早駅周辺の整備を進めてきた。
　引き続き、平成３４年度の開業にあわせ諫早駅周辺の整備を実施することにより、駅周
辺の活性化を図り、魅力あるまちづくりを推進する。

諫早市

平成２０年度～平成３４年度

・諫早駅東地区第二種市街地再開発事業（A=1.9ha）
　再開発ビル（Ⅰ棟、Ⅱ棟）、都市計画道路（L=260m）
　公共交通広場（A=4,200㎡）、一般交通広場（A=1,600㎡）
・諫早駅自由通路・多目的床（W=8m･10m）
・駅西交通広場（A=3,800㎡）
・市道諫早停車場線（L=200m）
・市道永昌東栄田線（L=500m）

・用地取得、移転補償
・再開発ビルⅠ棟建設
　工事
・再開発ビルⅡ棟建設
　工事
・駅東、駅西交通広場
　整備工事
・関連道路整備工事
　　　　　　　　　等

国庫支出金

地方債

一般財源

Ｈ３２債務負担行為

　広域的な高速鉄道網である新幹線の開業を契機とした諫早駅及びその周辺の都市機能の
強化を図ることにより、市勢の将来的な振興と発展が見込まれる。

　建設部　駅周辺再開発課

（10款－7項－1目－市街地再開発事業）

（10款－7項－1目－市街地再開発関連事業）

（まちづくり未来基金繰入金等）

３０年度以前 ３１年度 ３２年度以降

・諫早駅自由通路外
  建設工事委託
・再開発ビルⅠ棟
　建設工事、工事監理
・駅東、駅西交通広場
　用地取得、移転補償
・地下道閉鎖工事
・市道永昌東栄田線
　測量設計、用地取得
　　　　　　　　　等

・再開発ビルⅠ棟建設工事、工事監理
・再開発ビルⅡ棟建設工事費等補助
・駅東交通広場用地取得、移転補償
・駅東交通広場敷地整地工事
・自由通路西口北側昇降路建設工事委託
・市道諫早駅前２号線道路整備工事
・駅西交通広場測量設計
・市道永昌東栄田線用地取得、移転補償
　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

諫早駅周辺整備事業

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

総 事 業 費 3,450,000千円

当 初 予 算 事 業 費 271,105千円

（財源内訳） 62,955千円

67,400千円

その他 69,300千円

補てん財源 71,450千円

Ｈ32～33債務負担行為 3,032,395千円

Ｈ２９年度～Ｈ３０年度

・発注支援業務委託 　・建設工事

　・監視業務委託

　・実施設計業務

諫早市

平成２９年度～平成３３年度

【魅力あるまちづくり】　◎快適なまちづくり

・（仮称）伊木力浄水場建設事業
　　浄水能力６,０００㎥/日(膜ろ過方式)
　  取水量　表流水５,０００㎥/日、地下水１,０００㎥/日
・発注支援業務委託　１式
・監視業務委託　１式

　現在、本市の水道水源は、主に地下水によるものであるが、水道水の安全で安定的な供
給をより確実なものとするため、伊木力ダムからの河川水である表流水を新たな水源とし
て活用することにより、水源の多様化を図る。

３０年度以前

地方債

３２年度以降

国庫支出金

　上下水道局　水道課

３１年度

　・建設工事

　（仮称）伊木力浄水場を建設することにより、表流水の安定した浄水処理を行うととも
に、地域間の連携整備に取り組み、需要に応じた柔軟な運用を行うことで、市全体の水道
水の安全で安定的な供給が可能となる。

　・監視業務委託

（仮称）伊木力浄水場整備事業（水道事業会計）

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 2,190,212千円

（財源内訳） 655,206千円

県支出金 31,125千円

1,383,200千円

120,681千円 （受益者負担金等）

　上下水道局　下水道課

・公共下水道事業
・特定環境保全公共下水道
・集落排水事業

３２年度以降

・公共下水道事業
　全体計画面積　　2,757.0ha
　H30末整備面積　 1,774.8ha

・特定環境保全公共下水道
　全体計画面積　 　 646.0ha
　H30末整備面積　　 501.5ha
　（田結・小長井処理区
　　　　　H27年度事業完了）

・大草地区農業集落排水事業
　全体計画面積　　　　9.2ha
　H30末整備面積　　　 2.4ha

・有喜・松里地区漁業集落排
水事業
　全体計画面積　　　 49.0ha
　H30末整備面積　　　47.2ha

・公共下水道事業（大村湾・諫早湾処理区）
　H31建設事業費　　1,324,800千円
　H31整備予定面積　　　 38.3ha

・特定環境保全公共下水道（飯盛・高来処理区）
　H31建設事業費　　　539,100千円
　H31整備予定面積　　　 13.4ha

・大草地区農業集落排水事業
　H31建設事業費　　　277,512千円
　H31整備予定面積　　　　2.2ha

・有喜・松里地区漁業集落排水事業
　H31建設事業費　　　 48,800千円
　H31整備予定面積　　　　1.8ha
　（H31年度事業完了予定）

・公共下水道事業
　今後整備予定面積　943.9ha

・特定環境保全公共下水道事業
　今後整備予定面積　131.1ha

・大草地区農業集落排水事業
　今後整備予定面積　4.6ha
 ※H32年度末 一部供用開始予定

　下水道整備を推進することにより、公共用水域の水質保全及び生活環境の改善が図られる。
　平成31年度中に55.7haを整備することにより、平成31年度末時点での下水道普及率は75.8％とな
る見込みである。（浄化槽を含めた生活排水対策全体では90.9％）

国庫支出金

地方債

その他

３０年度以前 ３１年度

【魅力あるまちづくり】　◎快適なまちづくり

諫早市

昭和５７年度～

　健康で快適な生活環境の改善を図るとともに、海域や諫早湾干拓調整池、河川、水路等
の公共用水域の水質保全対策として、生活排水対策に重点的に取り組んでいる。
　この生活排水対策の一つである下水道の整備について、計画的、年次的な推進を図る。

公共下水道事業・集落排水事業（下水道事業会計）

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 133,670千円

（財源内訳） その他 5千円

133,665千円

諫早市

平成２７年度～

ふるさと納税推進事務
　・寄附者に対する本市特産品等の贈呈
　・インターネットによる寄附申込受付及び特産品選択、カード
　　決済等、手続の利便性の確保
　・専用サイトによる本市の魅力の発信、制度の周知及び特産品
　　提供事業者の紹介、活用事業の発信

【計画実現に向けた基本姿勢】　◎市民目線の行政

　本市の「ふるさと納税」は、平成２７年度税制改正による寄附金税額控除の拡充や申告手
続の簡素化など、寄附をしやすい環境の整備とともに特産品等の贈呈を開始したことによ
り、平成２７年度から平成２９年度までで、９５６,７２４千円の寄附が全国から寄せられ
ている。平成３０年度においても、１２月末現在で１７０，７９１千円の寄附が寄せられて
いる。
　引き続き、全国に本市の魅力を発信し、地域の活力を引き出すシティプロモーションの取
り組みを推進する。

（雇用保険料個人負担分）

　　財務部　市民税課

（4款－3項－1目－ふるさと納税推進事務）

一般財源

３０年度以前 ３１年度 ３２年度以降

　ふるさと納税を通じて、本市の魅力や特産品を全国にPRすることができる。
　また、寄附金の使途は、本市が目指す「ひとが輝く創造都市・諫早」の実現のため、豊か
な地域の形成、住民福祉の増進事業の推進に活用する。

・寄附件数、寄附金額
平成27年度
・23,619件、328,419千円
平成28年度
・25,703件、354,035千円
平成29年度
・20,443件、274,270千円
平成30年度12月末現在
・11,901件、170,791千円

ふるさと納税推進事務　　　133,670千円
・寄附者に対する本市特産品等の贈呈
・インターネットによる申込受付、特産品
　選択、カード決済等による利便性の確保
・専用サイトによる本市の魅力発信、制度
　の周知、提供事業者の紹介、活用事業の
　発信

・継続して実施

ふるさと納税推進事務

これまでの経緯及び目的

事 業 概 要

年 度 別 事 業 内 容

事 業 担 当 課

事 業 費

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 実 施 に よ る 効 果
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《 事 業 主 体 》

《 事 業 期 間 》

《 事 業 内 容 》

当 初 予 算 事 業 費 140,000千円

（財源内訳） 104,340千円

その他 16千円

35,644千円

・調査完了地域
　多良見、森山地域等
　完了面積 164.44k㎡
・現在調査中の地域
　諫早地域
  完了面積 122.24k㎡

・調査、測量 ３地区 1.14k㎡
　船越・立石・上野地区、
　小船越第1地区、小船越第2地区
・閲覧、認証、数値情報化３地区 2.30k㎡
　小ヶ倉第2地区、新道・西郷・野中地区
  西小路・原口地区

・真津山地区を継続し
　て実施し、平成37年
　度までに市内全域の
　事業完了を目指す。

　地籍調査を行うことにより、土地取引の円滑化、土地資産の保全、公共事業や民間開発
事業等のコスト縮減、災害復旧の迅速化、課税の適正化等に役立つことが期待される。

　　農林水産部　地籍調査課

（8款－8項－1目－地籍調査事業）

県支出金

（雇用保険料個人負担分）

一般財源

３０年度以前 ３１年度 ３２年度以降

【計画実現に向けた基本姿勢】　◎市民目線の行政

　諫早市では、昭和３９年度から地籍調査に着手し、多良見、森山、飯盛、高来及び小長
井地域の調査を完了している。現在、諫早地域を調査中であり、平成３０年度末で計画面
積３０１．０５ｋ㎡の内、完了予定面積２８６．６８k㎡で、進捗率は９５．２％となる
見込みである。
　今後も引き続き地籍の明確化を図ることにより、土地行政事務の効率化及び住民サービ
スの向上を図る。

諫早市

昭和３９年度～平成３７年度

毎筆の土地について、その所有者、地番及び地目の調査、並びに
筆界及び地積の測量を行い、その結果を地図及び簿冊に作成す
る。
・諫早市の面積　341.79k㎡
・調査計画面積　301.05k㎡

一筆地調査・測量

総 合 計 画 の 位 置 付 け

事 業 概 要

事 業 費

年 度 別 事 業 内 容

事 業 実 施 に よ る 効 果

事 業 担 当 課

これまでの経緯及び目的
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